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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

第２四半期累計期間
第32期

会計期間
自2018年10月１日
至2019年３月31日

自2017年10月１日
至2018年９月30日

売上高 （千円） 1,278,948 2,736,339

経常利益 （千円） 141,587 359,083

四半期（当期）純利益 （千円） 99,451 251,503

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 1,387,642 1,387,642

発行済株式総数 （株） 1,602,200 1,602,200

純資産額 （千円） 3,466,183 3,441,157

総資産額 （千円） 16,634,888 16,374,784

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 63.52 202.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － 30.00

自己資本比率 （％） 20.8 21.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 467,181 1,308,990

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,299,802 △122,587

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 349,945 △885,468

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 438,711 921,387

 

回次
第33期

第２四半期会計期間

会計期間
自2019年１月１日
至2019年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 21.69

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．第32期及び第33期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５. 2018年５月30日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。この株式分割が、第32期の期首

に行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金額を算定しております。

６．当社は、第32期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第32期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
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７.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

会計期間の期首から適用しており、前事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡っ

て適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社マリオン(E34271)

四半期報告書

 4/18



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は

行っておりません。また、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月

16日）等を第１四半期会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前事業年度末の数値

で比較を行っております。

 

(1) 経営成績の状況

当第２四半期累計期間における日本経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策の継続に伴い、企業業績

の回復基調は継続し、底堅く推移いたしました。その一方で個人消費については、節約志向の継続や可処分所

得の伸びの鈍化の影響もあり、本格的な景気回復に向けては楽観視できない状況が続いております。

当社の主要業務である賃貸住宅分野においては、貸家の住宅着工戸数は2018年９月以降連続して前年同月比

減少となりましたが、当社が主に取り扱う単身世帯向けの賃貸住宅については、総務省の発表によれば、人口

減少のなか世帯数は増加が継続し、なかでも単独世帯は2000年以降一貫して増加、2010年対比で一般世帯に占

める割合は32.4％から34.6％に上昇しており、入居需要は当面堅調に推移するものと見込まれます。

一方、マンションの不動産価格指数は、国土交通省の発表によれば、70ヶ月連続で前年同期比上昇し、2018

年12月時点では144.2と高水準にあり、新規物件仕入れに伴うリスク増加傾向が継続しております。

このような事業環境のもと、当社は、新規賃貸物件の仕入れについては引き続き慎重対応を基本とし、既存

賃貸物件の入居率の維持向上による安定的な賃料収入の確保につとめました。

 

＜不動産賃貸サービス＞

当第２四半期累計期間における不動産賃貸サービスにおいては、利回り及び不動産市況リスクの状況を踏ま

えて、保有物件、サブリース物件及び受託物件の入居率の維持向上に注力することにより、安定収益の確保に

つとめました。

この結果、不動産賃貸サービスの売上高として546百万円を計上いたしました。

 

＜不動産証券化サービス＞

当第２四半期累計期間における不動産証券化サービスにおいては、東京都江東区門前仲町に保有するマリオン

門前仲町物件を原資産とする証券化商品マリオンボンド25号及び26号について、物件売却により満期前に契約を

終了いたしました。

新規物件の組成については、市況を踏まえ、当第２四半期累計期間においては、実施を見送りました。

この結果、不動産証券化サービスの売上高として204百万円を計上いたしました。

 

＜不動産売買＞

当第２四半期累計期間における不動産売買においては、物件売却について、神奈川県横浜市保土ヶ谷区峰岡町

に保有する戸建賃貸物件、東京都江東区門前仲町に保有するマリオン門前仲町証券化対象物件及び東京都杉並区

に保有する区分所有物件２物件の売却による収益の実現を図りました。一方、新規物件については、市況を踏ま

えた選別的な検討を行った結果、新規の取得は東京都文京区及び荒川区所在の居住者向け共同住宅各１棟の取得

にとどめました。

この結果、不動産売買の売上高として509百万円を計上いたしました。

 

以上の結果、当第２四半期累計期間の経営成績は、売上高1,278百万円、営業利益286百万円、経常利益141百

万円、四半期純利益99百万円となりました。

 

当社事業は、不動産賃貸関連サービスの単一セグメントであるため、セグメント別の記載は行っておりませ
ん。
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(2）財政状態の分析

（資産）

当第２四半期会計期間末における流動資産は1,124百万円となり、前事業年度末に比べ883百万円減少いたし

ました。これは主に現金及び預金が487百万円減少、販売用不動産が394百万円減少したことによるものであり

ます。固定資産は15,510百万円となり、前事業年度末に比べ1,143百万円増加いたしました。これは主に有形

固定資産の建物が421百万円、土地が707百万円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は、16,634百万円となり、前事業年度末に比べ260百万円増加いたしました。

 

（負債）

当第２四半期会計期間末における流動負債は1,909百万円となり、前事業年度末に比べ408百万円増加いたし

ました。これは主に、短期借入金が532百万円増加したことによるものであります。固定負債は11,258百万円

となり、前事業年度末に比べ173百万円減少いたしました。これは主に、長期借入金が194百万円増加した一

方、匿名組合預り金が367百万円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は、13,168百万円となり、前事業年度末に比べ235百万円増加いたしました。

 

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産合計は3,466百万円となり、前事業年度末に比べ25百万円増加いた

しました。これは主に四半期純利益99百万円による利益剰余金の増加の一方、株主配当金46百万円の支払によ

る利益剰余金の減少及びその他有価証券評価差額金の減少24百万円等によるものであります。

この結果、自己資本比率は20.8％（前事業年度末は21.0％）となりました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前四半期純利益141

百万円の計上、長期及び短期借入れによる収入940百万円等を計上したものの、有形固定資産の取得による支

出1,263百万円等を計上したことにより、前事業年度末に比べ482百万円減少し、当第２四半期累計期間末には

438百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は467百万円となりました。収入の主な内訳は、税引前四半期純利益141百万

円、減価償却費123百万円、たな卸資産の減少額394百万円であり、支出の主な内訳は匿名組合損益の分配額

（支払額）123百万円であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は1,299百万円となりました。支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による

支出1,263百万円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は349百万円となりました。収入の主な内訳は、短期借入れによる収入550百万

円、長期借入れによる収入390百万円であり、支出の主な内訳は、長期借入金の返済による支出183百万円、匿

名組合預り金の償還による支出434百万円であります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,000,000

計 6,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,602,200 1,602,200
東京証券取引所

JASDAQ(スタンダード)

単元株式数は100株

であります。

計 1,602,200 1,602,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2019年１月１日～

2019年３月31日
－ 1,602,200 － 1,387,642 － 922,602
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（５）【大株主の状況】

  2019年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

福田　敬司 東京都新宿区 571 36.47

一般社団法人ホンジン・ホールディ

ングス

東京都中央区日本橋兜町1-10日証館305

号室
300 19.16

ＳＢＩホールディングス株式会社 東京都港区六本木１丁目６-１ 192 12.26

西川　勝子 愛知県名古屋市昭和区 92 5.89

株式会社ベルーナ 埼玉県上尾市宮本町４番２号 90 5.75

株式会社フレンドステージ 埼玉県上尾市富士見２丁目１番25号 40 2.55

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２-10

号
18 1.20

楽天証券株式会社 東京都世田谷区玉川１丁目14番１号 14 0.94

ジャパンベストレスキューシステム

株式会社
愛知県名古屋市中区錦１丁目10-20号 14 0.91

MSIP CLIENT SECURITIES

（常任代理人　モルガン・スタン

レーMUFG証券株式会社）

25 CABOT SQUARE，CANARY WHARF，

LONDON E14 ４QA，U.K.

（東京都千代田区大手町１丁目９番７

号）

9 0.58

計 － 1,342 85.72
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2019年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

36,600
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

1,565,300

 

15,653

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式
普通株式

300
－ －

発行済株式総数 1,602,200 － －

総株主の議決権 － 15,653 －

 

②【自己株式等】

2019年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社マリオン
東京都新宿区

富久町９番11号
36,600 － 36,600 2.28

計 － 36,600 － 36,600 2.28

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2019年１月１日から2019年３

月31日まで）及び第２四半期累計期間（2018年10月１日から2019年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2018年９月30日)
当第２四半期会計期間
(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 926,987 439,111

販売用不動産 1,052,806 658,676

その他 32,107 27,583

貸倒引当金 △4,103 △823

流動資産合計 2,007,797 1,124,547

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 6,154,439 6,576,005

土地 7,701,648 8,409,267

その他（純額） 75,855 71,780

有形固定資産合計 13,931,943 15,057,053

無形固定資産   

ソフトウエア 98,927 102,968

その他 33,218 33,210

無形固定資産合計 132,145 136,179

投資その他の資産   

投資有価証券 97,356 93,513

出資金 49,690 49,690

関係会社出資金 8,000 8,000

長期貸付金 45,782 47,870

破産更生債権等 20,886 20,961

その他 113,141 124,495

貸倒引当金 △31,959 △27,423

投資その他の資産合計 302,897 317,107

固定資産合計 14,366,986 15,510,340

資産合計 16,374,784 16,634,888
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2018年９月30日)
当第２四半期会計期間
(2019年３月31日)

負債の部   

流動負債   

1年内返済予定の長期借入金 356,110 368,424

1年内償還予定の匿名組合預り金 825,000 826,000

短期借入金 － 532,000

賞与引当金 5,500 5,499

その他 314,413 178,019

流動負債合計 1,501,023 1,909,943

固定負債   

長期借入金 6,586,578 6,781,135

匿名組合預り金 4,548,800 4,181,250

繰延税金負債 56,528 49,397

その他 240,696 246,979

固定負債合計 11,432,602 11,258,762

負債合計 12,933,626 13,168,705

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,387,642 1,387,642

資本剰余金 1,140,484 1,140,484

利益剰余金 916,058 968,542

自己株式 △40,894 △40,894

株主資本合計 3,403,291 3,455,774

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 43,407 19,094

繰延ヘッジ損益 △5,541 △8,686

評価・換算差額等合計 37,866 10,408

純資産合計 3,441,157 3,466,183

負債純資産合計 16,374,784 16,634,888
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　2018年10月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 1,278,948

売上原価 759,744

売上総利益 519,204

販売費及び一般管理費 ※ 232,335

営業利益 286,868

営業外収益  

受取利息 652

受取配当金 535

貸倒引当金戻入額 7,816

その他 2,415

営業外収益合計 11,419

営業外費用  

支払利息 45,012

匿名組合損益分配額 110,636

その他 1,051

営業外費用合計 156,700

経常利益 141,587

税引前四半期純利益 141,587

法人税、住民税及び事業税 37,050

法人税等調整額 5,084

法人税等合計 42,135

四半期純利益 99,451
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　2018年10月１日
　至　2019年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 141,587

減価償却費 123,047

受取利息及び受取配当金 △1,188

支払利息 45,012

匿名組合損益分配額 110,636

たな卸資産の増減額（△は増加） 394,129

未払金の増減額（△は減少） △48,383

その他 △71,497

小計 693,345

利息及び配当金の受取額 1,263

利息の支払額 △46,279

匿名組合損益の分配額 △123,053

法人税等の支払額 △58,094

営業活動によるキャッシュ・フロー 467,181

投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の取得による支出 △31,297

有形固定資産の取得による支出 △1,263,402

無形固定資産の取得による支出 △8,554

長期貸付金の回収による収入 166

その他 3,284

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,299,802

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 550,000

短期借入金の返済による支出 △18,000

長期借入れによる収入 390,000

長期借入金の返済による支出 △183,129

匿名組合預り金の預りによる収入 92,600

匿名組合預り金の償還による支出 △434,199

配当金の支払額 △46,968

その他 △358

財務活動によるキャッシュ・フロー 349,945

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △482,675

現金及び現金同等物の期首残高 921,387

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 438,711
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

 

（四半期損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間
（自 2018年10月１日
　　至 2019年３月31日）

役員報酬 46,957千円

給料及び手当 59,529

賞与引当金繰入額 5,499

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
当第２四半期累計期間
（自 2018年10月１日
至 2019年３月31日）

現金及び預金勘定 439,111千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △400

現金及び現金同等物 438,711

 

（株主資本等関係）

当第２四半期累計期間（自　2018年10月１日　至　2019年３月31日）

１.配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月22日

取締役会
普通株式 46,968 30 2018年９月30日 2018年12月25日 利益剰余金

 

２.基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、不動産賃貸関連サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間
（自　2018年10月１日
至　2019年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 63円52銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 99,451

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 99,451

普通株式の期中平均株式数（株） 1,565,600

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年５月10日

株式会社マリオン

取締役会　御中

 

東陽監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 安達　則嗣　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　直也　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マリオ

ンの2018年10月１日から2019年９月30日までの第33期事業年度の第２四半期会計期間（2019年１月１日から2019年３月31

日まで）及び第２四半期累計期間（2018年10月１日から2019年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マリオンの2019年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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